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衆議院決算行政監視委員会ニュース

平成 20.5.14 第 169 回国会第 4号

5月 14日、第 4回の委員会が開かれました。

１ ①平成 18 年度一般会計歳入歳出決算

平成 18 年度特別会計歳入歳出決算

平成 18 年度国税収納金整理資金受払計算書

平成 18 年度政府関係機関決算書

②平成 18 年度国有財産増減及び現在額総計算書

③平成 18 年度国有財産無償貸付状況総計算書

・各主査から、それぞれ分科会における審査経過の報告を聴取しました。

（分科会報告者）

第１分科会主査 平 田 耕 一君（自民）

第２分科会主査 横 光 克 彦君（民主）

第３分科会主査 木 村 太 郎君（自民）

第４分科会主査 上 田 勇君（公明）

・重点事項審査を行い、国の財政等の概況について、増田総務大臣、額賀財務大臣、若林農林水産大臣、甘利経済産業

大臣、冬柴国土交通大臣、石破防衛大臣、池坊文部科学副大臣、岸厚生労働副大臣、松浪厚生労働大臣政務官及び政

府参考人に対し質疑を行いました。

・全般的審査を行い、増田総務大臣、額賀財務大臣、舛添厚生労働大臣、若林農林水産大臣、冬柴国土交通大臣、鴨下

環境大臣、石破防衛大臣、岸厚生労働副大臣、戸井田内閣府大臣政務官、松浪厚生労働大臣政務官及び政府参考人に

対し質疑を行いました。

（重点事項審査）

（質疑者及び主な質疑内容）

冨 岡 勉君（自民）

・医師不足対策として、大学医学部の定員を増員する必要

があるのではないか。

・歯学部から医学部への編入について、文部科学副大臣の

見解を伺いたい。

・医師国家試験の実施回数を年２回へ増加させる必要があ

るのではないか。

西 本 勝 子君（自民）

・東南海・南海地震に係る防災対策について、東海地震並

みの国の財政支援が必要ではないか。

・小中学校の耐震化工事の推進及び地方自治体に対する財

政支援が必要ではないか。

・自主防災組織の強化に向けての取組みを伺いたい。

高 山 智 司君（民主）

・防衛省の前事務次官は退職金を返納する意向を示してい

たものの、まだ返納されていないことから、大臣として

返納を求めるべきではないか。

・北海道開発局の官製談合が報じられているが、国土交通

省の各地方整備局について同様の事態がないか調査すべ

きではないか。

・地方有料道路の不採算の実態が報道されているが、事業

許可を行った国の責任はどうか。

前 田 雄 吉君（民主）

・新型インフルエンザの予防及びまん延防止策に要する費

用については、予備費を使用するのではなく、毎年度の

当初予算において十分に確保するべきではないか。

・意欲ある農家の支援、飼料米の普及のため、多収穫米の

耕作を奨励するべきであると思うが、農林水産大臣の所

見を伺いたい。

・国の予算・決算を国民にわかり易くするため、予算だけ

でなく決算における各目明細の提出、全ての特別会計の

予算・決算書への財務諸表の添付等が必要であると考え

るが、財務省の見解を伺いたい。



本委員会ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。

質疑の正確かつ詳細な内容については会議録を御参照ください。
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（全般的審査）

（質疑者及び主な質疑内容）

安 井 潤一郎君（自民）

・中小零細企業者に対し、廃業する際の融資制度の創設に

ついて金融庁はどのように考えているか。

・債務者区分による金融検査の在り方を見直すことについ

ての金融庁の所感について伺いたい。

・金融検査マニュアル別冊（中小企業融資編）を周知徹底

するための取組みを行う必要があるのではないか。

木 村 太 郎君（自民）

・国家公務員退職手当の返納に関する制度整備に向けた総

務大臣の決意を伺いたい。

・野鳥から鳥インフルエンザウイルスが検出された場合に

も政府が統一した対処指針を示すべきではないか。また、

新型インフルエンザに関する政府としての対応策を伺い

たい。

平 岡 秀 夫君（民主）

・選挙の際に、有力政治家が特定の候補者を応援する目的

で虚偽事実に基づいた演説や利益誘導に当たる発言を有

権者の前で行うことは公職選挙法に違反するのではない

か。

・岩国飛行場の軍民共用化について、国土交通大臣と防衛

大臣は総理からどのような指示を受けているか。

・空母艦載機移転賛成派の市長の当選を受けて岩国市新庁

舎建替工事に対する補助金の交付を再開するような、「ア

メとムチ」の政策を今後も継続するのか。

松 木 謙 公君（民主）

・実質公債費比率でみて国の財政が夕張市より厳しいとの

資料が財務省から出ているが、財務大臣及び国土交通大

臣は無駄の排除にどのように取り組んでいくのか。

・国設置管理空港の駐車場の管理運営を独占していた(財)

空港環境整備協会の現在の事業占有率及び国土交通省か

らの天下り役職員の状況はどうなっているか。

・医師の数は不足していると厚生労働大臣は考えるか。ま

た、社会保障費を毎年 2200 億円抑制するとの方針を見直

すことについて厚生労働省及び財務省はどのように考え

ているか。

２ 枝野委員長から、本委員会に送付された中央省庁等の予算の執行状況等に関する予備的調査（中川正春君外 111名提

出）の要請について、去る４月 30日に、調査局長に対し予備的調査を命じた旨の報告がありました。


